













































　n 個の生産される財が存在するとし，x ＝(x1 ，x2 ，…，xn )′は各財の総生産量を表わす列ベクター（な
お，ここで“ ′”は転置を表わす），y ＝(y1 ，y2 ，…，yn )′は各財の純生産量を表わす列ベクター，m ＝
(m1 ，m2 ，…，mn )′はx だけの財を生産するために必要な各財の物的数量の列ベクター，p ＝(p1 ，p2 ，
…，pn )は各財の価格を表わす行ベクター，スカラーL は経済システムにとって必要な労働量，スカラー
r，ωは均等利潤率，均等賃金率をそれぞれ表わす 2 ）。A は ai j（行列の( i，j )要素は，j 財一単位を生産す
るのに必要なi 財の量を示す）をその要素にもつ資本係数の正方行列，t ＝(t1 ，t2 ，…，tn )は，それぞれの
財を生産するのに直接間接に必要な労働量（価値）を要素としてもつn 次元の行ベクター，τ＝(τ1 ，τ2 ，
…，τn )は各財を一単位生産するのに必要な直接労働量を各要素にもつn 次元の行ベクターであるとし，I
をn 次元の単位行列（( i，j )要素はi ＝j ならば 1，≠ならば 0）とする。









　( I −A )x ＝y  （2．1）
　τx ＝ty ＝L （2．2）




定義しなければならない。yi を，yi として定義されるy の第i 要素以外の要素がすべて 0 である列ベク
ター，さらに最終財yi を生産するのに経済全体で要する労働量をスカラーL
(i )，粗生産される財を表わ
すのに列ベクターx (i )，そしてそれを生産するのに必要な各資本財の量を表わす列ベクターm (i )，をそれ
ぞれ定義する。







　x (i ) ＝ (I −A )− 1yi  （2．4）
　L (i ) ＝τ(I −A )− 1yi  （2．5）
　m (i ) ＝A (I −A )− 1yi 　　　i ＝ 1 ，2 ，…，n （2．6）
となる非負のx (i )，L (i )，m (i ) が存在する 3 ）。これらはパシネッティが述べているように，スラッファが「小
体系sub-systems」（Sraffa（1960），邦訳146-147ページ）と呼んでいるものの数式的表現である 4 ）。また，
（2．4）−（2．6）から，




　τ(I −A )− 1 ≡t ≡[tj ] （2．8）








　また先と同様に考えれば，ここで，hj をH の第j 列とすれば，垂直的に統合された第j 財生産部門は
(hj ，tj )という二つの量の組み合わせによって表現できる。これをパシネッティは最終財j を生産するた

















　p ＝(1 ＋r ) (pA ＋ωτ)
となる。ここで労働者の消費係数を含めた形での拡大投入係数行列を定義し，体系を価格に関する 1 次
同次の形に書き換えることもできようが，パシネッティの議論との関連を考えてそうはしないでおく。
さて，逆行列 [ I −(1 ＋r )A ]− 1 が存在するならばp について解くと，
　p ＝(1 ＋r )ωτ[ I −(1 ＋r )A ]− 1
となる 6 ）。また，これをベキ級数に展開すると，
　p ＝(1 ＋r )ωτ[ I ＋(1 ＋r )A ＋(1 ＋r )2A 2 ＋ ( 1 ＋r )3A 3 …]
となる。これは何を意味しているかといえば，今年の末に，諸々の最終財一単位を得るためには今年の
初めにωτだけの賃金が支払われその部分が期末には( 1 ＋r )ωτだけの価値を有し，また最終財の生産
のために必要となる財を生産するためにωτA だけの賃金が一年前に支払われその部分が今年の期末に
は(1 ＋r )2ωτA だけの価値を有し，またその生産のための財を生産するためにωτA 2 だけの賃金が二年





　p ＝rpA ( I −A )− 1 　＋ (1 ＋r )ωτ( I −A )− 1
　 ＝rpH ＋(1 ＋r )ωt  （2．10）
という価格の垂直的統合表現（先の柴田の用語でいう「ベーム的生産構造」に要素として含まれる表現）
が得られる 8 ）。なぜならば，価格が(H，t )という二つの量の組み合わせによって表現されているからで
ある。
　さて，逆行列( I −rH )− 1 が存在するならば，これをp について陽表的に解くと，













　ωτ( I −A )− 1 ＝ωτ( I ＋A ＋A 2 ＋A 3 ＋A 4 ＋…)＝ωt
となる 11）。つまり，第j 財を一単位生産するのに必要な前貸し額は，その生産によって社会全体で生じる
雇用量の総増加分に賃金率を掛けたものになるということである。ちなみに，その第j 要素だけとりだせ











a1τ1 ＋a1 2τ1 ＋a1 3τ1 ＋a1 4τ1 ＋a1 5τ1 ＋…)＝ωt1 であった。
　しかし，さらにそのためには，そのための資本財を生産し続けるために要する資本財を生産し続ける
ための体制が整えられていなければならない。ところで，資本財一単位を生産し続けるために要する生
存基本はω(τ1 ＋ 2 a1τ1 ＋ 3 a1 2τ1 ＋ 4 a1 3τ1 ＋ 5 a1 4τ1 ＋…)＝ωs1 であった（ここでs1 は，資本財一単位
を生産し続けるためにこれまでに投入されていなければならない労働量）。よって，資本財を一単位生産
し続けるために必要な資本財を生産するには，つまり資本財を a1 単位生産し続けるためには，ωa1 (τ1




　以上の考察を一般化する。s ＝(s1 ，s2 ，…，sn )は，その要素がそれぞれの財を一単位生産し続けるの
にこれまでに投下されていなければならない労働量の行ベクターであるとする。そうすると西（2013），
（2014a），（2014b）においても示されたように，
　ωs ＝ωsA ＋ωt  （3．1）













　さて，この式を二つの観点から考察しよう。まず，価値方程式t ＝tA ＋τより，先の前提よりt ＝τ( I
−A )− 1 であるから，これを（3．2）に代入すれば，
　ωs ＝ωτ( I −A )− 1( I −A )− 1 （3．3）
となる 12）。これをベキ級数に展開すれば，
　ωs ＝ωτ( I ＋A ＋A 2 ＋A 3 ＋A 4 ＋…) ( I ＋A ＋A 2 ＋A 3 ＋A 4 ＋…)
 ＝ωτ( I ＋A ＋A 2 ＋A 3 ＋A 4 ＋…
  ＋A ＋A 2 ＋A 3 ＋A 4 ＋…
   ＋A 2 ＋A 3 ＋A 4 ＋…
    ＋A 3 ＋A 4 ＋…
     ＋A 4 ＋…
      ＋…)




そこでここで少し戻り，さらにその問題を考える。そこで（3．2）に，先のようにt ＝τ( I −A )− 1 を代入
するのではなくt ＝tA ＋τを代入してみよう。そうすると，次のような表現が得られる。
　ωs ＝ω (tA ＋τ) ( I −A )− 1
　 ＝ωtA ( I −A )− 1 ＋ωτ( I −A )− 1 （3．5）
　 ＝ωt ( I ＋A ＋A 2 ＋A 3 ＋A 4 ＋…) （3．6）
　まず（3．5）を考察すると，ここでA ( I −A )− 1 は，Ⅱ章で述べたように，パシネッティのいう「垂直






























　また，このtA ( I −A )− 1 に賃金を掛けたものであるωtA ( I −A )− 1 は資本財の価値を表わしている。
それは柴田（1942a）における「生存基本利殖的経済論理」においては，資本財の価値はそれを生産するの
に直接間接に要する賃金費用だけではかられる（つまり利子は含まない）からである。
































































であるが，これは今期首には(1 ＋r )ωa1 t 1 だけの価値を有する。同様に前々期（− 2 期）において投下
された賃金は
　ω( a1 2τ1 ＋a1 3τ1 ＋a1 4τ1 ＋a1 5τ1 …)＝ωa1 2t 1
であるが，これは今期首には(1 ＋r)2 倍の価値を有しているはずであり，よってそれは今期首において(1
＋r)2ωa1 2t 1 だけの価値を有する。以下，同様である。
　これより，賃金先払いの場合に，これまでに支払われた賃金総額の今期首における現在価値は
　ω [t1 ＋a1 t 1 ( 1 ＋r )＋a1 2t 1 ( 1 ＋r )
2 ＋a1 3t 1 ( 1 ＋r )
3 ＋a1 4t 1 ( 1 ＋r )





　ω [t2 ＋a2 t 1 ( 1 ＋r )＋a2 a1 t 1 ( 1 ＋r )
2 ＋a2 a1 2t 1 ( 1 ＋r )
3 ＋a2 a1 3t 1 ( 1 ＋r )
4 ＋a2 a1 4t 1 ( 1 ＋r )
5 ＋…]
　＝ω [ t2 ＋　　　　　 ]
となり，先のk1 を代入すると，ωt2 ＋(1 ＋r ) a2k 1 となる。これを以下，k2 で表わす。
　そうすると，ここから，
　k1 ＝(1 ＋r ) a1k 1 ＋ωt 1
　k2 ＝ (1 ＋r ) a2k 1 ＋ωt 2
の二式が得られる。これらは，生存基本に利子がついたものであり，資本を表わす式である。西（2014b）
における用法とは異なるが，以下，この式を「資本方程式」と呼ぶ 22）。
　以上のことを一般化すれば以下のようになる。k ＝(k1 ，k2 ，…，kn )を，第j 財を一単位生産し続ける
のに必要な資本，つまりはそのためにこれまでに前払いされてきた賃金総額の現在価値の行ベクターと
する。そうすると資本方程式の投入産出的表現は，











　k ＝ωt [ I ＋(1 ＋r )A ＋(1 ＋r )2A 2 ＋ ( 1 ＋r )3A 3 …]
となる。これが何を意味しているかといえば，今年から諸々の最終財を一単位生産し続けるために今年
ωt だけの賃金が支払われなければならなかったということであり，また前年にωtA だけの賃金が支払
われなければならなかったのでその現在価値が(1 ＋r )ωtA になっているということであり，また二年














視点から見た資本の式であるということがいえる。なおここでr ＝ 0 ならば，生存基本の体系に戻るこ
とはいうまでもなかろう。
　ここからさらに，価格方程式の変形でみたのと同様に，






　さて，次にこのような資本方程式が今年の末にはどのようになっているかを考える。(1 ＋r )k1 ，( 1 ＋







　κ1 ＝(1 ＋r ) ( a1κ1 ＋ωt1 )
となる。次にκ2 については，
　κ2 ＝(1 ＋r ) ( a2κ1 ＋ωt2 )
となる。このように資本が今年の末にとる状態についての式は価格方程式と相似形となる。以上の議論
は西（2014b）で述べたことであった。










　κ＝rκA ( I −A )− 1 ＋ ( 1 ＋r )ωt ( I −A )− 1
　 ＝rκH ＋(1 ＋r )ωs
　この式は，先の資本方程式を変形した式とほとんど同じであるが，k をκでおきかえたこと以外は第二







































































2 ）なお，西（2014b）の注 2 で述べたのと同様な理由により，実質賃金率w ではなく貨幣賃金率ωで考える。
3 ）例をあげておくと，柴田（1941），（1942a）の体系を二部門に書き換えると，消費財だけが純生産される場合は（2．5）
はL2 ＝(τ2 ＋a 2τ1 ＋a 2a 1τ1 ＋a 2a1 2τ1 ＋a 2a1 3τ1 ＋a 2a1 4τ1 ＋…)y2 となる。ただしここでa 1 ，τ1 ，a 2 ，τ2 はそれぞ
れ資本財一単位生産するのに必要な資本財の量と直接労働量，消費財を一単位生産するのに必要な資本財の量，と
直接労働量をそれぞれ表わし，y2 は消費財の生産量，L2 はy2 を生産するのに必要な労働量である（なお，以下に























8 ）ただしパシネッティの場合は賃金の後払いが仮定されているため，（2．10）はp ＝rpA ( I −A )− 1 ＋ωτ( I −A )− 1 ＝
rpH ＋ωt となっている。Pasinetti（1973），邦訳39-40ページ。








うと，いまω＝0 の場合を考えると利潤は最大となり，この式は同時方程式体系p ( I −rH )＝0 になる。ただしここ
で 0 はその要素がすべて 0 であるゼロ列ベクターである。ここから非負行列についてのフロベニウスの定理より( I





11）柴田の議論では次元（dimension）の問題が不明確ではあるが，それを修正すれば，ω(τ2 ＋a 2τ1 ＋a 2a 1τ1 ＋a 2a1 2τ1




レオンティエフの逆行列( I −A )− 1 を掛けたものであるのに対して，各財を一単位生産し続けるのにこれまでに投







13）柴田の表現でいえば（ただし，くりかえしとなるが次元の問題を修正している），これはω(τ2 ＋2 a2τ1 ＋3 a2 a1τ1

















































22）西（2014b）においては，ここからk1 ，k2 に(1 ＋r )を掛けたものをκ1 ，κ2 と再定義して，それに関する式を資本方
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　　（誤）　κ2 ＝ω[( 1 ＋r )t 2 ＋( 　　　) (　　　　　　 )a2κ1 ]
　　　　→　　（正）　κ2 ＝ω[( 1 ＋r )t 2 ＋( 1 ＋r ) ( 　　　) (　　　　　　 ) ]
　・同ページ右段上から21～23行目
　　（誤）　…さらにωが与えられれば…，κ1 ，κ2 が決まる。
　　　　→　　（正）　…さらにw が与えられれば…，p2 ではかったκ1 ，κ2 が決まる。
 （2014年11月21日掲載決定）
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